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厚生労働省　医薬食品局

食品安全部監視安全課輸入食品安全対策室　 御中

　日本食品関連産業労働組合総連合会
「輸入加工食品の自主管理に関する指針（ガイドライン）(案)」に関する意見について
　３月３１日から貴省医薬食品局が意見募集している「輸入加工食品の自主管理に関する指針（ガイドライン）（案）」に関して、下記のとおり意見を提出しますので、ガイドラインの策定にあたって反映していただくよう要請します。

記

１．中国産冷凍ギョウザ問題に対する早急な原因究明
今回、ガイドラインを策定するきっかけになった中国産冷凍ギョウザ問題については、１月末に健康被害が公表されて以降、約３か月が経過している。にもかかわらず、日中両国の警察当局の見解に大きな隔たりがある中で、いまだに明確な原因究明がなされておらず“迷宮入り”にもなりかねない状況にある。　　　

再発防止策の策定に当たっては原因究明が不可欠であり、原因究明を明確にしないままの再発防止策では、消費者・国民の「食」に対する信頼を回復することはできない。
こうした中で、風評被害ともあいまって冷凍食品全体の売り上げも約３割程度落ち込んでおり、労働者の雇用問題にまで発展しかねない状況にある。
ガイドラインの策定にとどまることなく、府省が連携して政府としての強いリーダーシップを発揮し、日中両国政府や警察当局、関係企業等とも連携しながら、早急に中国産冷凍ギョウザによる健康被害の原因を究明すべきである。
２．検疫体制の強化とインスペクターの派遣・駐在
再発防止のために、輸入企業等が「食の安全」の確保のための対策を講じることは重要であるが、同時に国の責任も明確にすべきである。農畜水産物や食品の多くを海外からの輸入に依存している我が国にとって、水際のチェック体制の強化は不可欠である。国の責任で検査人員や検査項目の拡大等の検疫体制を強化すべきである。

また、今回の問題を契機に、在中国日本大使館に駐在員を１名派遣しているが、大使館のみの派遣では現地での情報収集程度にとどまらざるを得ない。輸入国の立場から、主要輸出国の産地・農場・工場等にインスペクター（国際検査・調査官）を派遣・駐在させるなど、我が国の基準で直接輸出国の農畜水産物や食品の安全性をチェックする仕組みを構築すべきである。
３．中小企業等に対する国としてのフォロー体制の整備
本ガイドライン(案)の実施にあたって、中小企業等では、人材、コスト面等で実施が困難な項目も想定される。したがって、本ガイドライン(案)の実施に当たっては、関連業界等とも連携しながら、予算措置等を含めた国としてのフォロー体制を整備すべきである。
４．食品テロに対する対策の構築
中国産冷凍ギョウザ問題では、何者かによる故意の毒物の混入など、犯罪の可能性も否定できない。「食」のグローバル化が進む中で、薬物・毒物等の故意の混入も想定し、国内の対策にとどまることなく、各国と連携しながら国境を越えた対策を講じる必要がある。
府省を越えて検討し、国境を越えた食品テロに対する対策を構築すべきである。

以　上
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